
Lake Biwa 

令和２年９月１８日（金） 

次期「環境基本計画」について 

環境部環境政策課 

生活産業常任委員会資料 
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Otsu City 1 
環境部 
環境政策課 

○ 国が示す「新しい生活様式」において、「買い物は通販も利用」（非対面）が例示 
○ 昨今の共働き・単身世帯の増加等、ライフスタイルの多様化により「宅配便」の再配達
が増加。CO2排出量の増加やドライバーの不足の深刻化が重大な社会問題に 

○ 現在広がりつつある、利用者が予め指定する場所（玄関先等）に非対面で配達するいわ
ゆる“置き配”は、新型コロナウイルス感染症拡大防止、再配達削減に有効な手段 

○ 市民の「新しい生活様式」への対応とCO2排出量の削減（地球温暖化防止対策）として、
７月補正予算（新型コロナウイルス対策）において、「宅配バッグ」普及事業の実施に係
る費用を計上 

次期「環境基本計画」について 

 ○ 概要 
   「大津市環境基本計画（第２次）」及び「大津市地球環境保全地域行動計画～アジェンダ２１おおつ～（第

２次）」の計画期間が令和２年度末で終了するため、今後の総合的・計画的な環境行政の推進を目指し、これ
らの次期計画を令和２年度、令和３年度にかけて策定する。 

 ○ 「大津市環境基本計画」について 

大津市総合計画基本構想を環境面から実現するた
めに、基本構想及び実行計画に示された様々な施
策を環境の視点を通して関連性を持たせ、総合的
かつ計画的に推進するための計画    

  

「みんなで築く持続可能な湖
こ

都
と

」 
～環境人がひらく大津の未来～ 

環 境 像 

持持続続可可能能なな社社会会のの構構築築  

 循循 環環  
資源循環が 

構築されたまち 

 低低炭炭素素  
低炭素社会が 

実現したまち 

 

 健健 全全  
健康で快適に 

暮らせるまち 

 

 協協 働働  
環境を大切にする人

が育つまち 

 

 共共 生生  
人と豊かな自然環境

が共生するまち 

 

健健康康・・快快適適なな暮暮ららしし
のの保保全全  

活活動動基基盤盤のの構構築築  

5つの基本目標 

現計画は、私たちが目指す環境像として、「みん
なで築く持続可能な湖都～環境人がひらく大津の
未来～」を掲げ、これを実現するために「共生」
「循環」「低炭素」「健全」「協働」の５つの基
本目標を設定 

  １ 概要 

 

大津市環境基本条例 
（第７条） 

（まちづくりの基本理念） 
１．持続可能な都市経営 

２．共助社会の確立 

 
 

大津市総合計画2017 
基本構想・実行計画 

 

方針･考え方 

３．自然、歴史、文化の 

  保全、再生、活用 

 

保全、再生、活用 大津市環境基本計画 
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環境部 
環境政策課 

次期「環境基本計画」について 

 １ 概要 

【期待できる効果】 

 ○ 「大津市地球環境保全地域行動計画～アジェンダ２１おおつ～」について 

 地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条第３項に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」及び生
物多様性基本法第１３条に基づく「生物多様性地域戦略」に係る計画    

大津市環境基本計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

生物多様性基本法 

大津市環境基本条例 

大津市地球環境保全地域行動計画 
アジェンダ２１おおつ 

方針･考え方 

  第１次 計画 第２次 計画 

策定年月 2000(H12)年3月 2011(H23)年3月 

計画期間 2000(H12)年度～
2010(H22)年度 

2011(H23)年度～
2020(R2)年度 

目標(地球
温暖化につ
いて) 

○市民１人当たりの二
酸化炭素排出量を、
2010(H22)年度にお
いて1990(H2)年度排
出量より６％削減する。
○他の温室効果ガスに
ついては、可能な限り
削減に努める。 

【中期目標】 
2020 (R2)年度までに、温
室 効 果 ガ ス 排 出 量 を
2007(H19) 年度比で34％
削減※ 
（※：1990 年度比で25％
削減に相当) 
【長期目標】 
2050(R32) 年度までに、
温室効果ガス排出量を
2007(H19) 年度比で82％
削減※ 
（※：1990 年度比で80％
削減に相当) 
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Otsu City 3 

２ 環境基本計画に掲げる事業の状況について 

環境部 
環境政策課 

次期「環境基本計画」について 

 ○ 「大津市環境基本計画（第２次）」の事業（重点事業）の進捗状況について 

 「目指す環境像」を実現していくため、特に重要な課題に対する事業として基本目標毎に１～２事業を「重点
事業」に設定している。    

重点事業 重点事業に基づく項目 計画策定時点 目標値 H22 Ｒ１（達成率） 

共生 
身近な自然を知る“市民参加
の生きもの調査の実施” 

身近な生きもの市民調
査員参加者数（※１） 

０人/年 500人/年 0人/年 171人/年 34% 

循環 
資源循環を実現する“ごみ減
量と資源化の推進” 

ごみ減量化（資源ごみ
を除く） 

△9.6％  
H19を基準として20%
減量 

△10.9% △20.9% 100% 

資源化率 15.38% 20% 15.29% 15.70% 79% 

低炭素 

みんなに広める低炭素社会
“環境フェアの開催” 

「(仮称)環境フェア」
の参加者数（※２） 

０人/回 1,500人/回 680人/回 1,300人/回 87% 

みんなが実感できる低炭素
社会“エコライフデーの実
施” 

「エコライフデー」の
延べ参加世帯数 

1,006世帯 20,000世帯 1,112世帯 10,778世帯 54% 

健全 
魅力ある“古都にふさわしい
まち並みの形成” 

景観づくり重点推進地
区数 

２地区 ３地区 2地区 2地区 67% 

協働 
環境のことを考え行動する
“大津環境人の育成” 

自然家族事業累計延べ
参加者数 

2,540人 11,000人 3,313人 6,561人 60% 

【重点事業の実施状況】 

※１「身近な生きもの市民調査員参加者数」のこれまでの最多参加者数は、平成26年度の296人（59％）であった。 
※２「「（仮称）環境フェア」の参加者数」のこれまでの最多参加者数は、平成24年度の1,458人（97％）であった。 
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次期「環境基本計画」について 

３ 市域における温室効果ガス排出量について 

【期待できる効果】 

【目標】 
2020年（R2）年度までに、温室効果ガス排出量を2007（H19）年度比で３４％削減 

【現状】 
2011（H23）年３月に発生した東日本大震災の後、電力供給需要が大きく変化し、一旦増加傾向に
転じたが、その後、緩やかな減少傾向にあるものの、目標の達成は困難である。 

温室効果ガス排出量経年変化 

目標 

【市が取り組んだ事業】 
○ 事業所の都市ガスへの燃料転換 
   
○ 住宅用太陽光発電システムの設置補助 
   
○ 市有施設への太陽光発電システム設置 
 
○ パーク&ライド 
 
○ 駐輪場整備 
 
○ ごみの資源化 
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４ 基本方針、今後のスケジュールについて 

環境部 
環境政策課 

【期待できる効果】 

○ 経済活動の回復期における、市民の「新しい生活様式」の実践      

○ 「宅配便」の再配達の減少 

 ・ ２０１８年にYper㈱と日本郵便㈱が東京都杉並区で実証実験を実施。宅配

バッグを活用することで、約６１％の再配達の削減に成功 

○ CO2排出量の削減    

○ 配達事業者の負担軽減   

○ 基本方針 

・ 計画期間は、令和４年度（2022年度）から令和１２年度（2030年度）まで 
 
・ 「環境基本計画」と「アジェンダ２１おおつ」を統合 
 
・ ５つの基本目標（共生、循環、低炭素、健全、協働）は踏襲 
 
・ 環境保全に係る新たな考え方を取り入れる。 
  SDGs、パリ協定（温室効果ガスの削減目標）、国の第５次環境基本計画等 

○ 今後のスケジュール 

次期「環境基本計画」について 

・ 環境審議会      令和２年１０月、令和３年２月、６月、８月、１１月 

・ 議会（委員会）報告  令和３年９月、１２月 

・ パブリックコメント  令和３年９月ごろ 

・ 市民等意見聴取    （令和２年２月）、令和３年１月 


